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１．JICA Bizの背景：開発途上国とビジネス
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• 対等なパートナー

• 長期的かつ組織的な関係

• 戦略的な分析に基づく市場
ベースの開発を柔軟に進める

出典: DCED 「A summary of innovations and institutional 
change in donor agencies」 (2018年)

今後の開発・ビジネスの連携のあり方

 開発途上国へ流入する資金のうち、民間資金がODAをはるかに上回っている現在、我が国のODAにおいて
も開発とビジネスの連携（民間連携事業）が益々重要になっています。

１．背景｜国際協力におけるビジネスの役割の拡大

出典: OECD 「Official development assistance, other official flows, foreign direct investment, 
and remittances for ODA-eligible lowand middle-income countries, 2010-22」

開発途上国へ流入する資金内訳の推移

USD millions (2022 prices) 
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 世界経済の成長を牽引し、また様々な課題を有する開発途上国は、市場・生産・イノベーション等の拠点として
の重要性が増しています。

１．背景｜新興国・途上国の市場拡大とイノベーション拠点としての重要性

M-Pesa (ケニア):

携帯端末を使って送金や
光熱費、授業料等の支払いが
できる。銀行口座を持たない
貧困層に瞬く間に広まった。

(出典：JETRO)

途上国で生まれるイノベーションの事例

Zipline (ルワンダ):

ドローンによる迅速な血液
輸送は、妊産婦の死亡、子
供に多く見られるマラリア
誘発性貧血の減少の助け
になっている。

(出典: Drone News)

年平均実質GDP成長率の予測 (2016年- 2050年)

出典: PwC 「The World in 2050: How will the global economic order change?」 (2017年)
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２．JICA Biz概要
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途上国ビジネスに能動的に取り組む組織
体制と経営リソースを持つ企業

社会課題解決に資するビジネスモデルを
持つ企業

JICA・JICAコンサルタントとともに
SDGsを達成したい企業

社会課題解決に“挑む”本邦企業等 社会課題解決に“挑む”JICA

国内15カ所、海外約100カ所の拠点を有し
150以上の国・地域でODAを展開

1954年からODAを開始。途上国とともに
築いた信頼と豊富なネットワーク

課題解決事業、途上国ビジネスの知見・経験
をもつコンサルタントによる伴走支援

企画・仮説

JICA Bizで事業立ち上げ

ビジネス拡大 社会課題解決
SDGs達成

ニーズ確認調査
ビジネス化実証事業

２．JICA Biz概要：本邦企業等とJICAが連携し、途上国の社会課題解決ビジネス作りに挑む！
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 「ニーズ確認調査」：対象国の情報を収集したうえで、ビジネスモデルの検証が主な目的

 「ビジネス化実証事業」：ビジネスモデルをより精緻化させビジネスプラン（事業計画）の策定が主な目的

関心・初期
情報収集

自社による
ビジネス
事業化

事前コンサルテーション

最寄りのJICA支援窓口
によるご相談

メールマガジン
各種セミナー etc

JICA
事業との

連携

ビジネスプラン（事業計画）の策定

製品/サービスに対する顧客の受容性、現地
パートナーの候補を含むビジネスモデル策定に
関連する調査を通じ 、収益性の検証と製品/
サービス提供体制・オペレーションの構築、ビジ
ネスプラン（事業計画）を策定する。

ビジネスモデルの検証

対象国の基礎情報をもとに、開発途上国ニー
ズ、顧客ニーズと自社製品/サービスとの適合
性を分析し、競争優位性を含めた初期的なビ
ジネスモデル（市場規模の把握、顧客の特定、
流通チャネル等）を検証する。

中
小
企
業
・SD

G
s

ビ
ジ
ネ
ス
支
援
事
業
（JIC

A
 B

iz

）

上限1,500万円調査経費

上限12か月期間

中小企業／中堅企業
非営利法人、中小企業団体対象企業

上限4,000万円調査経費

上限2年6か月期間

中小企業／中堅企業／大企業
非営利法人、中小企業団体

対象企業

JICAコンサルタントによる伴走支援（ビジネスアドバイザリ）

企業共創プラットフォーム

現地のポテンシャルや、ビ
ジネスニーズを肌で感じる
・現地のフィールド視察
・現地省庁の訪問
・現地関係者とのネットワーキング
etc

現地で仮説の確認と
不足情報の収集

現地ニーズと製品
サービスの適合性確認

ビジネスの成立性
持続性の確認

提供体制や運用
方法の確立

ビジネススタディーツアー

ニーズ確認調査 ビジネス化実証事業

２．JICA Biz概要：ニーズ確認調査・ビジネス化事業事業
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 中小企業・SDGsビジネス支援事業はJICAがあらかじめ配置したビジネスコンサルタント（JICAコンサルタ
ント）が伴走して採択企業の途上国ビジネスを支援します。

 JICAコンサルタントは途上国ビジネス成功へのアドバイザリーサポートのみならず、調査に必要な補助活動も
含めてサポートします。

JICAコンサルタントのサポート内容（一例）

アドバイザリーサポート

 調査設計支援、現地調査同行

 ビジネスモデル検討支援

 各種調査に関する支援：机上調査、現地ニーズ調査、現地パート
ナー検討、顧客候補検討、マーケティング調査、効果検証、収益性
調査等

 調査結果分析支援

 ビジネスプラン策定支援

 ロジックモデル検討支援

調査補助活動

 現地渡航及び渡航準備への支援（航空券、車輛手配等）

 調査支援対象経費の予算管理・採択企業への現物支給・精算

 再委託契約や現地傭人等の調達・監理 ・経費支出

【成果品】

 事業計画書
（ビジネスプラン）

 ビジネスを通じた課題解決の筋書き（ロ
ジックモデル）

採択
企業

【成果品】
支援内容に
関する報告書

JICA
コンサルタント

ビジネス化助言・
現地調査支援

契約
（対象経費の授受は原則発生しない）

JICAがあらかじめ配置したコンサルタントによるビジネスア
ドバイザリ、経費支出支援（旅費、現地活動費等）を得ながら
速やかに事業を開始し、事業計画を策定する。

コンサルタントは課題別に配置される。

２．JICA Biz概要：JICAコンサルタントの役割
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３．日本企業がJICA Bizを活用するメリット
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JICAが開発途上国と築いてきた信頼の
もと、調査を実施できます。

 民間企業のみでは困難な現地パートナー
にアクセスしやすくなります。

 JICAが信頼関係を築いてきた途上国政
府・自治体・業界団体等のパートナーの紹
介が可能です。

1

JICAの信頼と
ネットワーク

 公的機関から信頼を得やすかったこと：87%

 非公的機関（ビジネスパートナー）から信頼を得やすかったこと：78％

出典: JICA 「2024年度事後モニタリング調査アンケート調査結果報告書」

公的機関やビジネスパートナーとの信頼構築

３． JICA Bizの活用メリット｜JICAの信頼とネットワーク

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/documen
t/__icsFiles/afieldfile/2025/04/09/post_monitoring_2024.pdf

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/documen
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開発途上国でのビジネス支援経験を有
するコンサルタントからビジネス化の助
言と現地調査支援を得られます

２

コンサルタントによる
伴走支援

 実際の販売に向けて検討する際、マーケティングの専門性を活かしたアドバイザリ
ーの存在が大きかった。

 ビジネス展開検討国での製品法規制や認証システムの調査支援が役に立った。

 ビジネスモデル構築に関わる現地パートナー企業の候補選定や、アポイントメント
の支援がありがたい。

 調査実施国における、自社製品の業界構造、規模、成長性、競合に関する調査と分
析をサポートしてもらえた。

JICAコンサルタントの支援を受けた企業様からの声（一例）

（ ）は構成員企業

JICAコンサルタント（2024年度実績）分野・課題

有限責任あずさ監査法人
（株式会社かいはつマネジメント・コンサルティ
ング、NTCインターナショナル株式会社）

• 民間セクタ―開発
• 農業・農村開発

経済開発

デロイト トーマツ ファイナンシャル
アドバイザリー合同会社
（有限責任監査法人トーマツ）

• 運輸・交通
• 資源・エネルギー 等
• 金融システム
• ジェンダー平等
• デジタル化促進 等

社会基盤・ガバナ
ンス・平和構築

EYストラテジー・アンド・コンサル
ティング株式会社

• 気候変動、自然環境保全
• 環境管理、水資源、水供給
• 防災、災害対策 等

地球環境

有限責任監査法人トーマツ
（デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザ
リー合同会社、株式会社日本開発サービス）

• 保健医療・栄養
• 教育、社会保障 等

人間開発

３． JICA Bizの活用メリット｜コンサルタントによる伴走支援
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JICAが成果を発信することで国内外の
認知度が向上します。

 調査の結果、実現されたビジネス展
開と開発インパクト創出の国内外へ
の発信をお手伝いします

 国内外のパートナー拡大や企業認
知度向上が期待されます

JICA企業共創プラットフォームを通じた情報発信

 Facebook（随時）

 メールマガジン（毎週水曜日）

３

企業認知度の向上

JICA内外の様々な広報媒体や、ウェブサイトへ事例を掲載

３． JICA Bizの活用メリット｜企業認知の向上



「JICA 
Biz グッド
プラクティ
ス」で検索
願います！

JICA 
Biz事例・
グッドプラ
クティスは
こちら！



JICA横浜のインスタ
グラムのフォローもお
願いいたします！

ご相談（神奈川県・山梨県企業様）は：

JICA企業共創プ
ラットフォームのFB
はこちら！
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ありがとうございました


